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平成 22年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

施 設施 設施 設施 設 のののの 概概概概 要要要要    
    
１ 施設名 

（愛称名） 
下田市立須崎保育所 

２ 担当課 

担当係 

学校教育課 

こども育成係 

３ 所在地 下田市須崎 680番地の１ ４ 設置年月 平成５年４月 日 

Ⅳ 安心と安全づくり ともに生きる福祉のまちづくり 児童福祉 

施  策  体  系 
保育サービスの充実 保育システムの多様化・弾力

化の推進 

５ 総合計画の 

位置付け 

主  要  事  業 保育所整備事業 保育所の施設・設備の充実 

６ 設置目的 
日々保護者の委託を受けて、保育に欠ける（働いていたり、病気などの理由により）乳児又は幼児

を保育することを目的とする施設《児童福祉法第 39条》 

７ 設置根拠 下田市立保育所条例 

敷地面積  2,294.60㎡ （うち借地、1,020．70㎡） 

建物（木造）450.53㎡ 

施設の概要 認可保育所 

定員  50人 

実 施 事 業 

の  概  要 

保育所における保育（H22.4.1） 

０歳児  0人  １歳児  1人  2歳児  3人 

３歳児  4人  ４歳児  4人  5歳児 12人   合計  24人 

料
金
区
分 

下田市保育の実施に関する条例施行規則による 

第１階層から第７階層別に徴収基準額設定 

平成 20年度から保育料階層定義変更(税源移譲による所得税率の変更のため) 

主
な
料
金 

 

減
免
内
容 

（保育料の減免） 
第第第第 10101010 条条条条 市長は特別の事情がある者については，保育料を減免することができる。 

２ 前項の規定により保育料の減免を受けようとする場合は，保育料減免申請書（様
式第８号）により市長に提出しなければならない。 
３ 市長は，前項の申請があったときはこれを審査し，保育料減免決定（却下）通知

書（様式第９号）により保護者に通知する。 

料 金 体 系 

利用料金制度 □ 有    � 無 

� 直接運営 

□ 指定管理者制度 → 指定管理者  
施 設 運 営 

方     法 
□ 一部委託    → 委託内容  

保育士 調理員 

正職員 臨時 正職員 臨時 
合計 

８ 施設の概要 

直接従事職員 
下田市職員数 

平成22年4月１日現在 
2人 3人 1人 1人 7人 

下田市所有 公立６ 

民間所有 民間２ 
９ 市 内 の 

類似施設 
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平成 22年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

 

取得費及び財源内訳 平成 21年度末残高 

土地取得費 市所有一部財産区 土地残高  

建物取得費 132,287,680 建物減価償却後残高 34,945,450 

財源内訳    

国・県支出金 34,225,000   

市債 33,700,000 市債残高 7,889,724 

一般財源 64,362,680   

 

寄附金等    

10 取得費等 

の情報 

（単位：円） 

物品( ＊万円以上)  物品減価償却後残高  

（備考） 

減価償却の方法 

・ 定額法 

・ 残存価格 1円 

・ 新設翌年度か

ら償却 

・ 耐用年数 22年 

(h5.3～h27.2) 

 

区    分 H19年度決算 H20年度決算 H21年度決算 H22年度予算 

収入 保育料 5,739,500 5,064,200 5,801,700 5,545,179 

収 入 合 計 5,739,500 5,064,200 5,801,700 5,545,179 

 

１節 報酬 61,644 91,600 92,600 43,242 

２節 給料 15,343,422 11,215,803 11,912,712 11,308,344 

３節 職員手当等 6,601,013 5,014,072 4,937,267 4,740,621 

４節 共済費 3,427,413 2,582,960 2,966,678 3,028,137 

７節 賃金 5,375,352 4,055,978 5,454,999 7,354,377 

８節 報償費 12,393 4,410 5,880 5,075 

９節 旅費 23,471 23,125 30,291 29,325 

11節 需用費 2,838,005 3,317,466 3,645,059 3,336,875 

12節 役務費 138,825 210,535 211,566 244,294 

13節 委託料 126,709 94,003 50,759 112,385 

14節 使用料 414,852 21,390 24,535 27,405 

18節 備品購入費 44,695 15,225 65,504 36,300 

19節 負担金補助 44,320 36,173 39,013 40,599 

支
出 

     

支 出 合 計 34,452,114 26,682,740 29,436,863 30,306,979 

 

減価償却費（単位：円） 5,906,272円 5,906,272円 5,906,272円 5,906,272円 

市債利子（単位：円） 627,777円 529,542円 426,938円 319,770円 

 

下田市負担年間総経費 35,246,663円  28,054,354円  29,968,373円 30,987,842円 

 

11 年間経費 

等推移 

（単位：円） 

備 考 
○Ｈ20、21、22年度＝人件費は、総額を人数按分（正職員・嘱託職員等の人件費総額） 

        その他経費は、各園の実数＋共通経費の按分を合計 

利用年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

利用者数(月平均) 29人 22人 26人 24人 

1,215,402 

円/人 

1,275,197 

円/人 

1,152,630 

円/人 

1,291,160 

円/人 

利用状況 参考：利用単位当

たり市負担額 

算出方法：11欄の「下田市負担年間総経費」÷利用者数 

休園日 日曜日  祝日  12月 29日から 1月 3日まで 

使用時間 午前８時から午後４時まで 

12 施設利用

状況等の推移 

  

実施の有無 ☑ 有  � 無 

直近の実施時期 平成 21年 7月 

調査手法 ニーズ調査 

13 利用者 

満足度調査 

調査数 総数 282（須崎 23） 

調
査
結
果 

アンケート実施（保育時間について） 

土曜日の 1日保育や平日の延長保育、病児後保育

等保育メニューの拡大にかかる希望が多い。 
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平成 22年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

業 績 評業 績 評業 績 評業 績 評 価価価価    

１１１１    目標達成度目標達成度目標達成度目標達成度    

区   分 単位 H19 年度 H20 年度 H21 年度 H22 年度 

利用者数 の目標値 人 50 50 50 50 

  〃 の実績 人 29 22 26  
目標達成度 

目標達成度 ％ 58.0 44.0 52.0  

□ 成果指標 
選択した指標 

� 成果指標の代替指標 

目標達成度を選定する指標として同指標を選択した理由 

指標選択の理由 

保育所は特定の福祉目的に応えるための施設であり、施設の設置目標は数値にするまでもなく

明確である。その中でも、施設同士のあり方を比較することにおいては、措置制度から選択利

用制度に変わったことから、保育所の入所者数が保護者の需要を示す数値として捉えることが

できると考える。 

区  分 指   標   名 指 標 の 考 え 方 

  
成果指標 

  

入所児童数（4月 1日）  

指標設定の考え方 

代替指標 
  

（参考） 

活動指標（施設の目的を達成するための具体的な手段におけるそれぞれの達成度合を把握できる指標） 

活動指標 区分 単位 H19 年度 H20 年度 H21 年度 H22 年度 

目標値      

実績値      目標指標 

 

達成度      

活
動
指
標
① 目標指標

の考え方 

 

目標値      

実績値      目標指標 

 

達成度      

活
動
指
標
② 目標指標

の考え方 

 

目標値      

実績値      目標指標 

 

達成度      

活
動
指
標
③ 目標指標

の考え方 
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平成 22年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

２２２２    効率性効率性効率性効率性    

区分 説明 単位 H19 年度 H20 年度 H21 年度 H22 年度 

施設の総利

用者数等①    
    

人    29 人    22 人    26 人    24 人    

円    34,452,114 26,682,740 29,436,863 30,306,979

年間経費②    
施設の事業費・

運営費および人

件費の合計額    
11欄の「支出合計」の額を転記記載する。 

効率性 

利用単位当

たり経費    
②÷①    円/人    1,188,003 1,212,851 1,132,187 1,262,761 

総利用者数等の 

考え方 

施設の総利用総

数等について用

いた指標につい

て記載してくだ

さい。 

4 月 1 日入所児童数 

備考 

コスト評価項目に

関して留意事項、補

足項目等があれば

記載してください。 

年間経費は、Ｈ19 は、公立保育所総経

費を、各保育所の入所児童数で按分。

Ｈ20、21、22 は、人件費は総額を人数

で按分し、その他経費は、各施設経費

の積み上げ＋共通経費を按分した。 

    
その他の指標 区分 単位 H19 年度 H20 年度 H21 年度 H22 年度 

目標値      

実績値                        目標指数 

 

達成度                        

目
標
指
数
① 

目標指数 

の考え方 

 

目標値      

実績値                        目標指数 

 

達成度                        

目
標
指
数
② 

目標指数 

の考え方 

 

目標値      

実績値                        目標指数 

 

達成度                        

目
標
指
数
③ 

目標指数 

の考え方 

 

 

区  分 説    明 単位 H19 年度 H20 年度 H21 年度 

①有料部分の

年間経費 

使用料等を徴収する部分の

年間経費 
円 34,452,114 26,682,740 29,436,863 

②受益者負担

額 

施設の本来の目的による使

用料等の年間総額 
円 5,739,500 5,064,200 5,801,700 

③受益者負担

比率 
②÷① ％ 16.7 19.0 19.7 

④補正受益者

負担額 

減免者より正規の料金を徴

収したと仮定した場合の受

益者負担額 

円 5,739,500 5,064,200 5,801,700 

受益者負担 

の適正性 

⑤補正受益者

負担比率 
④÷① ％ － － － 

【参考】 

年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度(予算) 

人口（4月 1日：人） 26,197 25,802 25,549 25,224 

運営経費（収入除く） 1,096 837 925 982 

運営に掛か

る税負担 

(市民負担) 
人口 1 人あ

たり（円/人） 年間総経費 1,345 1,087 1,173 1,229 
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平成 22年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

施設施設施設施設のののの現状分析現状分析現状分析現状分析    

 

判   断   視   点   項   目 施設の状況 

設置目的に沿った利用がされている

か 

児童福祉法第 39 条による保育の実施する認

可保育所であり、設置目的にあった利用がさ

れている。 

住民の福祉の向上に対し、どのよう

に寄与しているか 

保育に欠ける児童を安全、安心に保育するこ

とにより、児童の健全育成に寄与している。 

① 施設の設置目的が

時代のニーズに適

合しているか 

将来に亘り必要な施設として住民の

期待を高めていけるか 

地域と密着しており、入所者の大半が須崎地

区の住民であり、保護者及び地域の期待は大

きい。 

施設の修繕計画はどうなっているの

か 

H5 年建設で耐震基準を満たしている。現時

点まで小規模修繕で対応しており修繕計画

はないが、今後計画的な維持が必要となる。

指定避難所となっている。 

② 施設が十分に利用

されているか 

施設の運営方法と利用者の情報交換

はどのようにされてきたのか 

各保育所において、定期的に保護者会等情報

交換の場を設けている。 

同様の施設の設置がされているなど

競合していないか 

市内に認可公立保育所４園、民間保育所２

園、公立地域保育所２園が設置されている。 

③ 施設の管理運営主

体が施設の利用目

的から判断して適

切であるか 

民間においても十分可能な施設なの

か 

保育所の民営化については、児童福祉法の改

正により、市町村、社会福祉法人の他、NPO

法人や学校法人、企業等の参入が可能となっ

た。また、指定管理だけではなく、土地建物

の無償貸与など新たな民営化の選択肢も提

案されている。このため、適正な運営能力を

備えた民間事業者の参入は可能であると捉

えている。 

使用料の算定に当たり実費経費と住

民福祉の向上の比較はどうなのか 

保育料の額については、国の定めた徴収基準

額を基に、家計に与える影響を考慮し、市独

自で軽減率を設定している。 

同種施設との比較、近隣施設との比

較はどうなのか 

入所児童は須崎地区の居住者が大半を占め

ており、少子化の影響もあって入所者の減少

が進んでいる。このため、定員充足率が低下

し、運営単価（1人あたり）も比較して高く

なっている。 

計画上の利用者数と実際の利用者数

の違いがどうなっているのか 

平成 21年度の実績は、定員 50人に対して入

所人員 26人、充足率 52.0%である。 

施設の耐用年数は何年有るのか 耐用年数 22年 平成 5年建設 残 5年 

施
設
方
向
性
の
判
断
視
点 

④ 使用料、利用者数、

支出額、市負担額

が適正であるか 

施設の今後の維持経費の算定はどう

なのか 

今後老朽化が進行するとともに、海に近い立

地から塩害の影響も大きく、今後維持費は増

加することが見込まれる。 
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平成 22年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

 

施設の管理運営の経費支出が下田市

の行政経営からして妥当なのか 

保育所運営費(民間保育所経費)と比較して、

施設の管理運営経費は多いが、その主な理由

は人件費である。 

① 施設の管理運営に

係る経費が財政規

模からして適正か 

現行の管理運営を今後も継続してい

くことが適切か 

適正な運営・責任能力を持つ民間事業者が出

るまでは、公的な責任による運営を行うべき

だと考える。 

② 地域的な施設配置

のバランスは適正

か 

旧町村単位における施設配置の見直

しはされているのか 

施設については稲梓地区を除く各地に設置

されている。須崎については、立地的条件か

ら他地域からの利用は少なく、須崎地区の居

住者が大半を占めている。 

施設統合が出来る施設の組み合わせ

は有るのか 

少子化が進行する中で、定員の充足率は全体

として低下している。市内保育所の削減に向

けた再編を検討する必要がある。過去、幼保

の一元化が提案されたが、現実的な選択では

なく、それぞれの役割に応じた機能的な配置

を検討するべきだと考える。 

老朽化と施設維持の比較から改築廃

止をどう考えていくのか 

園舎は平成 5年に建てられたもので、耐用年

数 22年に対し、経過年数 17年である。 

経年劣化はあるものの、修繕で対応可能。耐

震化がなされている施設のため、施設面から

考慮した場合、廃止は考えにくい。 

地域、民間に譲渡できないのか 耐震化されており、施設的には良好な状態で

ある。運営者側の理解が得られれば可能性は

ある。 

行
政
規
模
か
ら
の
判
断
視
点 

③ 施設の統廃合が可

能な施設はないの

か 

施設の目的の範囲を拡大することに

より統廃合可能にならないか 

耐震化されており、災害時の避難場所にもな

っているため、他地区への統合は考えにく

い。 

そ
の
他 
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平成 22年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

見直見直見直見直しのしのしのしの方策方策方策方策 

評価種別 改善・見直しの方策案 

行政関与の妥当性 保育所は、児童福祉法第 39 条により、日々保護者の委託を受けて、保育の

実施する児童福祉施設であり、同法第 24 条により、市町村の保育の実施義

務について定められている。 

受益者負担の妥当性 児童福祉法 56 条第 3項において、保育の実施に要する保育費用を支弁した

市町村の長は、本人またはその扶養義務者から、家計に与える影響を考慮し

て保育の実施のかかる児童の年齢などに応じて定める額を徴収することが

できると定められている。 

実施主体の妥当性 市に保育の実施義務があること、また、公共性の高いサービスであることか

ら実施主体としては妥当である。ただし、適正な能力を持った民間事業者が

出てきた場合には、適切な役割分担を検討していく必要がある。 

市
民
と
行
政
の
役
割
分
担
評
価 

廃止・休止・縮小・外部委

託化・民営化などの方向性 

公立保育所施設整備に対する整備費補助については、平成 17 年度より廃止

された。当市の財政状況を考慮すると、公立保育所の新築は困難であるため、

今後保育所を新設する場合は、民営化も検討する必要がある。 

利用者数等の目標数値及び

利用者向上策など 

多様な保育サービス（乳幼児・障害児）の提供や延長保育等、質の向上によ

り、利用者の利便性や満足度の向上に努める。 

執行方法の見直しなどの効

率化のための目標及び方策 

市内の保育所・幼稚園の再編について、平成 22 年度中に方向性を提示した

い。 
業
績
評
価 

受益者負担の現状及び適正

化のための方策など 

保育料の設定については、国で定める徴収基準額を基に、家計に与える影響

を考慮し、市独自の軽減率を設けている。国の動向や、景気動向等を注視し、

定期的な見直しを行う。また負担の公平性を確保するため、滞納者に対する

適正な徴収を推進したい。 

ア
ン
ケ

ー
ト
調

査
等 

市民アンケート調査等の結

果 

平日延長保育、休日保育の実施について求められている。 

サービスの迅速性や利便性

など 

平成 20 年度に改訂された保育指針に基づき、保育には今まで以上の社会的

責任が付与されたため、この指針に基づいた保育の実施に向けた保育士の資

質向上を図りたい。 

サ
ー
ビ
ス
面
等 

利用者満足度の観点からの

サービス提供の質の改善方

法 

平成 16 年度より、提供する福祉サービスの質の向上のため、全保育士を対

象に自己評価を実施している。 

今後は、第三者評価の受審についても検討が必要と思われる。 
    

平成平成平成平成２１２１２１２１年度事業内容及年度事業内容及年度事業内容及年度事業内容及びびびび見直見直見直見直しししし事項事項事項事項    

事 業 

 

内 容 

 

見直し 

 

事 項 
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平成 22年度  施設名（愛称名） 下田市立須崎保育所  番号 ５４ 

施設懸案事項施設懸案事項施設懸案事項施設懸案事項    

 

No. 懸案事項 改善経費 備考 

１    

２    

３    

４    

５    

６    

７    

８    

９    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

 

今今今今後後後後のののの方向性方向性方向性方向性 

今
後
の
方
向
性 

 

□ 充実 

□ 効率化等による見直し 

□ 現状のまま継続等 

□ 縮小等による見直し 

� 統廃合を進める 

（具体的な内容） 

・平成 22年６月１日付け、下田市幼稚園・保育所再編整備基本計画の最終報告

により、今後廃止の方向で検討に入る。 

 


